様式１
公　募　参　加　表　明　書

　　年　　月　　日

東久留米市長　様
　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　東久留米市立さいわい福祉センター指定管理者の公募について参加表明します。

（担　当）

所属・職名
担当者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail

様式２（第２条関係）
指　　定　　申　　請　　書

　　年　　月　　日

東久留米市長　様
　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　東久留米市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により下記のとおり申請します。

記

１　施設の名称　東久留米市立さいわい福祉センター
２　添付書類

（担　当）
所属・職名
氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail
様式３
団　体　の　概　要　１

（　　　　年　　月　　日現在）

（団体用）
	所　在　地
	〒

	団体名
	
	電話番号
	

	代　表　者
	
	FAX番号
	

	設立年月日
	　　　　　　　年　　　月

	沿　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	財政状況

（過去３年間について記入してください）
	年　　度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	
	総 収 入
	
	
	

	
	総 支 出
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	連絡担当者
	【住所】〒
【所属・職名】　　　　　　　　【氏名】
【電話】　　　　　　　　　　　【FAX】
【Ｅ-mail】


様式４
団　体　の　概　要　２
（　　　　年　　月　　日現在）

（共同事業体用）　　　　　　　　　　　　　　　　　※構成団体ごとに作成
	所　在　地
	〒

	団体名
	
	電話番号
	

	代　表　者
	
	FAX番号
	

	設立年月日
	　　　　　　　年　　　月

	沿　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	財政状況

（過去３年間について記入してください）
	年　　度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	
	総 収 入
	
	
	

	
	総 支 出
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	連絡担当者
	【住所】
【所属・職名】　　　　　　　　【氏名】

【電話】　　　　　　　　　　　【FAX】

【Ｅ-mail】



様式５
共同事業体協定書兼委任状

東久留米市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同事業体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印

	件　　名
	　東久留米市立さいわい福祉センター指定管理者


　上記件名の公募に参加するため、共同事業体を結成し、東久留米市との間における下記事項に関する権限を代表に委任して申請します。

　なお、当該件名の指定管理者に指定された場合は、各構成団体は東久留米市立さいわい福祉センターの指定管理者としての業務の遂行に伴い、当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

	共同事業体の名称
	

	共同事業体の
代表者

（受任者）
	所在地
団体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	共同事業体
事務所所在地
	

	共同事業体の
構成団体

（委任者）
	所在地
団体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	所在地
団体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	共同事業体の
成立、解散の時期

および委任期間
	　　年　　月　　日から当該指定管理者の指定終了　ヶ月を経過する日まで。ただし、当共同事業体が当該件名の指定管理者とならなかった場合はただちに解散します。また、当共同事業体の構成団体の脱退又は除名については、事前に市の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	委任事項

	１．指定管理者の指定の申請に関する件　４．協定締結に関する件
２．提案書の提出に関する件　　　５．経費の請求受領に関する件

３．応募の辞退に関する件　　　　６．契約に関する件

	その他

	１．本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。
２．本協定書に定めのない事項は、構成団体全員により協議するものとします。

	連絡担当者

	【住所】〒

【所属・職名】　　　　　　　【氏名】
【電話】　　　　　　　　　　【FAX】

【Ｅｍａｉｌ】


（備考）共同事業体の構成団体の数が３団体を上回る場合は、本様式を複写して使用してください。

様式６
誓　　　約　　　書

　　年　　月　　日

東久留米市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

　東久留米市立さいわい福祉センターの指定管理者の申請に際し、下記を誓約します。

記
1. 社会福祉法第２２条に基づき設立された社会福祉法人であること。

2. 第二種社会福祉事業の管理運営実績があること。

3. さいわい福祉センターで定められた事業の運営を円滑に行うことができ、東京都内ま
たは東京都に隣接する県において、法に規定されている指定障害福祉サービスのうち、以下のいずれかの事業を運営している社会福祉法人であること。

1 生活介護

2 自立訓練

3 就労移行支援

4 就労継続支援

4. 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。

5. 応募書類を提出する時点において、東久留米市競争入札参加有資格者指名停止措
置基準の規定に基づく指名停止の措置を受けていないこと。

6. 団体が国税(法人税、消費税)または地方税(法人事業税)を滞納していないこと。

7. 会社更生法、民事再生法等により更生または再生手続きを開始していないこと。
8. 地方自治法第９２条の２、第１４２条(第１６６条第２項で準用される場合を含む。)
及び第１８０条の５に該当しないこと。

9. 選定委員会委員の属する団体でないこと。

10. 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある団
体でないこと。

11. 東久留米市契約における暴力団等排除措置要綱(平成25年東久留米市訓令乙第２号)
による入札参加除外措置を現に受けていないこと。
　なお、当該宣誓に違反があった場合には、それまで事業者が費やした費用を賠償することなしに、選定手続きを継続する事業者の資格を市が一方的に剥奪する権利を有することに合意します。
様式７
東久留米市立さいわい福祉センターの現地見学会・説明会参加申込書

　　年　　月　　日

東久留米市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
                              　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職名
担当者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail
　東久留米市立さいわい福祉センターに関する指定管理者の現地見学会・説明会への参加を、下記のとおり申し込みます。
記

	団体名
	

	参加者氏名
	

	
	


※この申込書は、５月２８日（水）までにＥ-mail又はFAXにて提出してください。
※Ｅ-mailに添付して送付される際に、開封確認等で着信を確認してください。

様式８
東久留米市立さいわい福祉センターの指定管理者公募要項質問票

　　年　　月　　日

東久留米市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
                              　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職名
担当者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail
　指定管理者公募要項について、下記のとおり質問票を提出します。
記
	


※質問事項は、本様式一枚につき一問とし、簡潔に記載してください。

※Ｅ-mailに添付して送付される際に、開封確認等で着信を確認してください。
様式９
辞　　　退　　　届

　　年　　月　　日

東久留米市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

　下記施設の指定管理者の申請を辞退します。
記
１．　施設名　　　東久留米市立さいわい福祉センター　　　　　

２．担当者連絡先

	所属・職名
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E-mail
	


